
特別寄稿 　今後の日本の開発協力
今後の日本の開発協力は、いくつもの長期的課題に答えるものでなければならない。国際社会全体を見

据えれば、2015年に採択された持続可能な開発目標（SDGs）と同年成立した気候変動に関するパリ協

定の目指す方向性に貢献しなければならない。さらに2020年以降世界を襲っている新型コロナウイルス

感染症が突きつける課題にも応えなければならない。そして、日本外交という観点からいえば、2016年

以来打ち出してきた「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」というビジョンにもまた大きな役割を果た

すことが求められている。

SDGs、気候変動、新型コロナ、そしてFOIPは、それぞれ異なる取組ではあるが、実際は極めて深く結

びついている。残念なことに新型コロナによって多くのSDGsの目標達成が世界的に困難になりつつある。

何十年にもわたって減少を続けてきた極度の貧困人口が増加してしまった。新型コロナを乗り越えた先の

世界において、開発途上国の多くで極度の貧困撲滅に向けた取組が再び強化されなければならない。「人

間の安全保障」を重視する日本の開発協力は、このような国際社会の取組の先陣に立つべきである。

気候変動問題では、2021年の国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）で地球の平均気温

の上昇を産業化以前と比べて1.5度未満に抑えることが再確認された。気候変動対策を行うことが新たな

経済のパラダイムとなることを踏まえ、開発協力においても民間の投資との相乗効果を生み出す創造的な

気候変動対策の取組を進めていくべきであろう。防災は、日本自身にとっての大きな課題であるとともに、

日本が世界に貢献できる一大分野である。

コロナ後の世界においてもインド太平洋地域は、最もダイナミックな発展の可能性を持つ地域である。

20世紀後半、東アジアから始まった成長の大きなうねりが二つの大洋を越えてサブサハラアフリカにま

で続いている。大きな可能性を持つこの地域には、しかしながら、極度の貧困層や脆
ぜい

弱
じゃく

で不安定な政治社

会を抱える国々もある。人材育成とインフラ整備を進めることによって未来の展望を開きつつ、後発開発

途上国の抱えるさまざまなSDGsの達成に日本は尽力していく必要がある。自由で開かれた秩序を維持し

つつ、コロナ後のインド太平洋をビルドバックベター注1すること

こそが、日本外交と開発協力の大きな使命であろう。

日本の開発協力は、JICA海外協力隊や各分野の専門家を世界各

地に派遣し、また内外で行う研修事業で人材育成を行ってきた「顔

の見える」開発協力である。新型コロナを乗り越えた世界で再び数

多くの日本人の顔が各地で輝くことを期待したいものである。

政策研究大学院大学（GRIPS）学長　田中明彦 （写真：川本聖哉）

注1	 Build back better。より良い回復。
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1   日本の新型コロナウイルス感染症対策支援 ｜ （3）アジア地域での感染急拡大に対する緊急支援
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